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証券コード５７４２ 

平成30年６月７日 
 

株 主 各 位 
 

富山県富山市流杉２５５番地 

 

代表取締役会長 西 川 浩 司 
 

 
第４７期定時株主総会招集ご通知 

 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、ありがたく厚く御礼申し上げます。 

 さて、当社第４７期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう 

ご通知申し上げます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数なが

ら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を 

ご表示いただき、平成30年６月22日（金曜日）午後６時までに到着するよう折り返しご送付ください

ますようお願い申し上げます。 

敬 具 

記 

 

１. 日 時 平成30年６月23日（土曜日）午前10時（開場午前９時） 

２. 場 所 富山県中新川郡立山町塚越字鍋田398番地176  

エヌアイシ・オートテック株式会社 立山工場 

（昨年の第４６期定時株主総会は、新設した立山事業所（富山県中新川郡立山

町前沢）において、お披露目を兼ねて同事業所で開催いたしましたが、今年

（第４７期定時株主総会）は、従来どおりの立山工場（富山県中新川郡立山町

塚越）で開催いたしますので、ご来場の際は、末尾のご案内略図をご参照いた

だき、お間違えのないようご注意願います。） 
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３. 目 的 事 項  

 報 告 事 項 第47期（自 平成29年４月１日  至 平成30年３月31日） 

事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会 

の連結計算書類監査結果報告の件 

 決 議 事 項  

 第 １ 号 議 案 取締役５名選任の件 

 第 ２ 号 議 案 監査役３名選任の件 

 第 ３ 号 議 案 補欠監査役１名選任の件 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し 

上げます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。 

◎ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類の内容について、株主総会の前日までに修正をすべき事情が 

生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.nic-inc.co.jp/）において、修正後の事項を掲載

させていただきます。 
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第４７期 期末配当金のお知らせについて 

 

 

 平成30年５月７日開催の当社取締役会において第47期の期末配当金は、１株当たり23円

を、平成30年６月25日(月曜日）を支払開始日としてお支払いすることを決議いたしました。 

  

 期末配当金に関する重要書類は、平成30年６月23日（土曜日）に発送の第47期定時株主

総会決議ご通知に同封いたしますので、ご留意のほどお願い申し上げます。 

 

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 
 
 第１号議案 取締役５名選任の件 
 

取締役全員(５名)は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名

の選任をお願いいたしたいと存じます。 

当社においては、月に１回の取締役会と経営会議を開催しており、当社事業に精通した社内出身者である

取締役により議案に対する審議を尽くすことを通じて実質的な監督機能を十分に果たしております。また、

各種ＦＡ装置（ＦＡ：Factory Automation/「自動化・省力化装置」をいう。）やクリーン装置等に関する

専門知識が必要な内容を取締役会の場で議論しており、意思決定の迅速性・機動性にも格別の配慮を行って

おります。こうしたこともあり、当社においては、現段階で社外取締役に就任いただいている方はおりませ

ん。 
一方、当社としましては、当社経営者から独立した立場からの経営への助言や監督を強化するための社外

取締役の選任のメリットについても認識し、現在、社外取締役の選任に向けて適任者の選定を行っておりま

す。現時点で法令上の要件を充足し、かつ、当社事業を理解し経営への助言や監督の任務を遂行しうる適任

者の選定には至っておりません。当社としては現状において、社外取締役として当社が求める適格性を欠く

方を選任することは、当社経営に及ぼす影響に鑑み、相当でないと判断しております。 

なお、当社が求める社外取締役としての適任者選定がまとまり次第、当社としましては速やかに選任し、

コーポレート・ガバナンス体制の強化を図ってまいる所存であります。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏  名 
生年月日 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所 有 す る 
当 社 の 
株 式 数 

１ 

にし  かわ  ひろ  し 
 

西 川 浩 司 
 

昭和31年１月８日生 

 
昭和55年４月 株式会社不二越 入社 

昭和61年４月 当社 入社 

平成４年６月 当社 取締役 

平成９年７月 当社 代表取締役専務 

平成11年８月 当社 代表取締役社長 

平成11年10月 株式会社ホンダ自販タナカ 社外取締役(現任) 

平成20年４月 当社 代表取締役社長 管理本部長兼経営企画室長 

平成23年６月 当社 代表取締役社長 経営企画室長 

平成26年５月 当社 代表取締役会長 CEO(最高経営責任者)(現任) 

（重要な兼職の状況） 

株式会社ホンダ自販タナカ 社外取締役 

3,704,900 株 

【取締役候補者とした理由】 

西川浩司氏は、代表取締役として当社グループの経営を牽引し、経営の重要事項の決定及び業務執行に対する

監督など当社の企業価値向上に資するべく役割を務めております。今後においても更なる貢献が期待できるた

め、取締役候補者としたものであります。 

  

再任 
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候補者 
番 号 

氏  名 
生年月日 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する 
当 社 の 
株 式 数 

２ 

にし  かわ  たけし 
 

西 川  武 
 

昭和22年２月12日生 

 
昭和43年４月 クレト商会 入社 

昭和60年４月 当社 入社 生産管理課長 

昭和62年７月 当社 取締役 生産管理部長 

平成10年10月 当社 常務取締役 

平成16年11月 当社 常務取締役 クレト商事本部長 

平成18年６月 当社 取締役副社長 クレト商事本部長兼商事部長 

平成21年10月 当社 取締役副社長 営業・製造統括 

平成24年６月 当社 取締役副社長 営業・製造・技術統括 

平成26年５月 当社 取締役社長(現任) 

平成27年１月 NIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd. 取締役(現任) 

（重要な兼職の状況） 

NIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd. 取締役 

50,000 株 

【取締役候補者とした理由】 

西川武氏は、長年にわたり営業及び製造部門の統括経験より培われた豊富な知見と実績に基づくリーダーシッ

プの発揮により、グローバルな提案力強化を通じた企業価値向上の実現と取締役会の意思決定機能の強化が期待

できるため、取締役候補者としたものであります。 

３ 

 にし  お  のり  お 
 

西 尾 謙 夫 
 

昭和32年10月13日生 

 
昭和59年５月 株式会社クレト 入社 

昭和60年４月 当社 転籍 

平成３年４月 当社 設計部長 

平成８年６月 当社 装置営業部長 

平成16年６月 当社 設計部長 

平成18年６月 当社 執行役員 設計部長 

平成19年６月 当社 取締役 技術本部長兼設計部長 

平成21年10月 当社 取締役 営業部長兼ＡＦ営業グループ長 

平成24年６月 当社 取締役 常務執行役員 営業部長兼ＡＦ営業グループ長 

平成27年１月 NIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd. 取締役(現任) 

平成27年４月 当社 取締役 常務執行役員 営業部長兼業務グループ長 

平成29年６月 当社 取締役副社長 執行役員 営業部長兼業務グループ長 

平成30年４月 当社 取締役副社長 執行役員 営業部長(現任) 

（重要な兼職の状況） 

NIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd. 取締役 

5,100 株 

【取締役候補者とした理由】 

西尾謙夫氏は、各種装置製作における設計及び営業責任者を歴任し、営業部長として豊富な知見と実績に基づ

くリーダーシップの発揮により、グローバルな提案力強化を通じた企業価値向上の実現と取締役会の意思決定機

能の強化が期待できるため、取締役候補者としたものであります。 

再任 

再任 
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候補者 
番 号 

氏  名 
生年月日 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
所有する 
当 社 の 
株 式 数 

４ 

つち  やま  くに  お 
 

土 山 邦 夫 
 

昭和32年１月３日生 

 
平成３年１月 当社 入社 

平成８年４月 当社 生産管理課長 

平成14年４月 当社 流杉工場長 

平成16年６月 当社 取締役 設計・製造本部長 

平成19年６月 当社 取締役 製造本部長 

平成21年10月 当社 取締役 製造部長兼調達グループ長 

平成24年６月 当社 取締役 執行役員 製造部長兼調達グループ長 

平成26年５月 当社 取締役 常務執行役員 製造部長兼調達グループ長 

平成28年４月 当社 取締役 常務執行役員 製造部長 

平成29年６月 当社 常務取締役 執行役員製造部長(現任) 

6,000 株 

【取締役候補者とした理由】 

土山邦夫氏は、長年にわたり製造部門を統括し、製造部長として培われた豊富な知見と実績に基づくリーダー

シップの発揮により、グローバル戦略の実現を図るとともに、提案力強化を通じた企業価値向上と取締役会の 

意思決定機能の強化が期待されるため、取締役候補者としたものであります。 

５ 

 
の  むら りょう いち 

 
野 村 良 一 

 
昭和36年６月17日生 

 
昭和60年４月 当社 入社 

平成10年10月 当社 開発部長 

平成18年６月 当社 執行役員 開発部長 

平成21年10月 当社 執行役員 技術開発部長 

平成24年４月 当社 執行役員 技術開発部長兼開発グループ長 

平成24年６月 当社 取締役 執行役員 技術開発部長兼開発グループ長 

平成26年４月 当社 取締役 執行役員 技術開発部長 

平成27年６月 当社 取締役 執行役員 技術開発部長兼開発グループ長 

平成29年６月 当社 常務取締役 執行役員技術開発部長兼開発グループ長

(現任) 

3,200 株 

【取締役候補者とした理由】 

野村良一氏は、長年にわたり開発部門を統括し、各種装置の設計及び新製品の開発によって培われた豊富な 

知見と実績に基づくリーダーシップの発揮により、グローバルな提案力強化を通じた企業価値向上の実現と取締

役会の意思決定機能の強化が期待できるため、取締役候補者としたものであります。 

 
(注) 1．各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。 

2．取締役候補者西川浩司氏は、当社の経営を支配している者であります。 

  

再任 

再任 
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 第２号議案 監査役３名選任の件 
 

監査役全員（３名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役 

３名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏  名 
生年月日 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する 
当 社 の 
株 式 数 

１ 

ふじ  しま  とし  お 
 

藤 島 敏 夫 
 

昭和25年10月７日生 

 
昭和48年４月 東レ株式会社 入社 

平成２年10月 東レエンジニアリング株式会社 転籍 

平成10年７月 同社 関東技術本部 産機技術部長 

平成11年10月 関東ティーイーケィ株式会社 出向 

平成12年６月 同社 取締役エンジニアリング事業部長 

平成14年７月 東レエンジニアリング株式会社 復社 

平成14年９月 当社 出向 営業開発部長 

平成16年６月 当社 執行役員 営業統括部長 

平成17年４月 当社 入社 執行役員営業統括部長 

平成17年11月 当社 執行役員営業統括部長兼装置営業部長 

平成18年６月 当社 取締役 営業統括部長兼装置営業部長 

平成19年６月 当社 常勤監査役（現任） 

5,200 株 

【監査役候補者とした理由】 

藤島敏夫氏は、前職においては技術関連部署の責任者及び経営者としての職歴を有し、当社入社後も営

業責任者及び当社取締役を経て常勤監査役に就任しております。その年数は、本総会終結の時をもって11

年であり、当社の事業内容等に精通していることから、適宜、経営全般の監視と有効な助言を期待し、監

査役としての選任をお願いするものであります。 

 

  

再任 
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候補者 
番 号 

氏  名 
生年月日 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する 
当 社 の 
株 式 数 

２ 

つち  や  しげ  よし 
 

土 屋 重 義 
 

昭和23年８月19日生 

 
昭和47年４月 国税庁入庁 

昭和52年７月 仙台国税局 本荘税務署長 

平成８年10月 関東信越国税局 課税一部長 

平成10年７月 国税庁 資産評価企画官 

平成11年７月 関東信越国税局 総務部長 

平成12年７月 国税庁 調査課長 

平成14年７月 沖縄国税事務所長 

平成15年７月 熊本国税局長 

平成16年７月 全国卸売酒販組合中央会 専務理事 

平成18年４月 亜細亜大学法学部 特任教授 

平成19年４月 亜細亜大学法学部 教授（現任） 

平成19年６月 当社 社外監査役（現任） 

平成28年９月 雄健工業株式会社 社外監査役（現任） 

（重要な兼職の状況） 

亜細亜大学法学部 教授 

雄健工業株式会社 社外監査役 

― 株 

【社外監査役候補者とした理由】 

土屋重義氏につきましては、現在当社の社外監査役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の時を 

もって11年であり、当社の事業内容等に精通しており、税理士及び大学教授として培われた専門的な知識・経験

等を、監査役に就任された場合に当社の監査体制に活かしていただくためであります。また経営に関する高い見

識を有しているため社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断し、選任をお願いするものであります。 

なお当社は、同氏を株式会社東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない 

独立役員である旨の独立役員届出書を提出しております。 

３ 

 
しら  いし  やす  ひろ 

 
白 石 康 広 

 
昭和40年10月16日生 

 
平成５年４月 弁護士登録（東京弁護士会） 

平成９年８月 白石康広法律事務所 代表 

平成13年１月 日立キャピタル債権回収株式会社 取締役（現任） 

平成16年６月 カブドットコム証券株式会社 取締役 

平成17年６月 当社 社外監査役（現任） 

平成17年７月 白石綜合法律事務所 代表パートナー（現任） 

平成19年３月 デザインエクスチェンジ株式会社 監査役 

（重要な兼職の状況） 

白石綜合法律事務所 代表パートナー 

日立キャピタル債権回収株式会社 取締役 

― 株 

【社外監査役候補者とした理由】 

白石康広氏につきましては、現在当社の社外監査役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の時を 

もって13年であり、当社の事業内容等に精通しており、弁護士として培われた専門的な知識・経験等を、監査役

に就任された場合に当社の監査体制に活かしていただくためであります。また経営に関する高い見識を有してい

るため社外監査役としての職務を適切に遂行できると判断し、選任をお願いするものであります。 

  

再任 

再任 
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(注) 1．各監査役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。 

2．土屋重義氏及び白石康広氏は社外監査役候補者であります。 

3．社外監査役候補者の社外監査役としての独立性及び社外監査役との責任限定契約について 

（1）社外監査役候補者の独立性について 

① 土屋重義氏及び白石康広氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去５年間に当社の特定関

係事業者の業務執行者若しくは役員であったこともありません。 

② 土屋重義氏及び白石康広氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産（監査役としての報酬を除く。）

を受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。 

③ 土屋重義氏及び白石康広氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員の配偶者、三親等以内の親族その

他これに準ずるものではありません。 

④ 土屋重義氏及び白石康広氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割若しくは事業の譲受けにより当社が権利義務を承継

した株式会社において、当該合併等の直前に業務執行者であったことはありません。 

（2）社外監査役との責任限定契約について 

当社は社外監査役として有能な人材を迎えることができるよう、現行定款第44条において、社外監査役との間で、当社へ

の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めており、土屋重義氏及び白石康広氏との間で責任限定契約を締結して

おります。 

当該責任限定契約の内容の概要は、社外監査役が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合、ただし、その職務の

執行において善意でかつ重大な過失でないときは、当該社外監査役の賠償責任は、会社法第425条第１項に定める最低責任 

限度額を上限として賠償する責任を負うものとする責任限定契約であります。 

なお、本総会において土屋重義氏及び白石康広氏が再任された場合には、本契約は継続となります。 
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 第３号議案 補欠監査役１名選任の件 
 

本総会開催の時をもって、平成29年６月24日開催の第46期定時株主総会において選任いただきました補欠

監査役奥村周市氏の選任の効力が失効しますので、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、

あらためて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。なお、本議案における選任の効力は、就任

前に限り、監査役会の同意を得たうえで、取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさ

せていただきます。また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。 

補欠監査役候補者は、次のとおりであります。 

氏  名 
生年月日 

略歴、地位及び重要な兼職の状況 
所有する 
当 社 の 
株 式 数 

おく  むら  しゅう  いち 
 

奥 村 周 市 
 

昭和27年９月29日生 

 
昭和46年４月 熊本国税局総務部 

昭和47年３月 東京国税局総務部 

昭和59年７月 東京国税局直税部法人税課 

昭和61年２月 国税庁直税部法人税課 

平成２年７月 東京国税局総務部 

平成４年８月 奥村周市税理士事務所代表（現任） 

― 株 

【補欠の社外監査役候補者とした理由】 

奥村周市氏につきましては、同氏の長年の国税庁勤務や税務経理事務所代表の経験・知識等に基づき、税理士として 

培われた専門性を監査役に就任された場合に当社の監査体制に活かしていただくため、補欠の社外監査役として選任を 

お願いするものであります。なお、同氏は税理士事務所代表となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はあり

ませんが、上記の理由により、社外監査役としての職務は適切に遂行いただけるものと判断しております。 

 
(注) 1．補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

2．奥村周市氏は補欠の社外監査役候補者であります。なお、同氏につきましては、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立

役員の要件を満たしております。 

3．社外監査役候補者の社外監査役としての独立性及び社外監査役との責任限定契約について 

（1）社外監査役候補者の独立性について 

① 奥村周市氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員ではなく、また過去５年間に当社の特定関係事業者の業務

執行者若しくは役員であったこともありません。 

② 奥村周市氏は、当社又は当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予定はなく、また過去２年間に受けて

いたこともありません。 

③ 奥村周市氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員の配偶者、三親等以内の親族その他これに準ずる

ものではありません。 

④ 奥村周市氏は、過去２年間に合併、吸収分割、新設分割若しくは事業の譲受けにより当社が権利義務を承継した株式会社に

おいて、当該合併等の直前に業務執行者であったことはありません。 

（2）社外監査役との責任限定契約について 

当社は社外監査役として有能な人材を迎えることができるよう、現行定款第44条において、社外監査役との間で、当社へ

の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めております。これにより社外監査役に就任された場合には、当社との

間で責任限定契約を締結する予定であります。 

当該責任限定契約の内容の概要は、社外監査役が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合、ただし、その職務の

執行において善意でかつ重大な過失でないときは、当該社外監査役の賠償責任は、会社法第425条第１項に定める最低責任限

度額を上限として賠償する責任を負うものとする責任限定契約であります。 

以 上 
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(添付書類) 
 

事 業 報 告 
    

  

(
 

自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 

 

) 

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項 

(1) 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度における世界経済は、堅調な米中経済の状況が日本やユーロ圏諸国、主要新興国に波及し、

総じて緩やかな回復傾向が続きました。しかしながら、東アジア、中東をめぐる地政学リスクや非伝統的な金

融政策による資産価格の上昇等、経済への悪影響が懸念される状況も散見されております。 

わが国経済におきましても、海外経済が緩やかに回復する中、生産及び輸出の持ち直しが続き、企業収益は

過去最高となるような勢いとなり、雇用・所得環境も改善傾向となりました。また、個人消費や企業の設備投

資等、国内需要も持ち直しており、経済の好循環が確保されつつあります。 

このような状況のもと当社グループでは、ＦＡ装置（ＦＡ：Factory Automation/「自動化・省力化装置」

をいう。）及びロボット関連機器等にも使用される当社主力製品『アルファフレームシステム』の売上高が、

順調に推移いたしました。また、国内外の自動車部品製造企業向け洗浄装置や検査装置、さらには有機ＥＬや

ＬＣＤといったフラットパネルディスプレイ（以下、「ＦＰＤ」という。）製造企業向けの大型カスタムクリ

ーンブース等についても、当社グループの技術力を活かした提案型営業活動を展開して順調に売上高を伸ばし

ました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は、9,260 百万円と前年同期と比べ 1,172 百万円（14.5％）の増収、

営業利益は、1,028 百万円と前年同期と比べ 196 百万円（23.5％）の増益、経常利益は 1,032 百万円と前年同

期と比べ 199 百万円（23.9％）の増益、親会社株主に帰属する当期純利益は、695 百万円と前年同期と比べ

144 百万円（26.1％）の増益となりました。 

 なお、上記の各利益は、連結決算となってから連続で最高益を更新する結果となっております。 

当社グループが掲げている「倍増計画〔平成 28 年（2016 年）度から平成 32 年（2020 年）度までの５ヵ年

を期間とする中長期経営計画〕」の一環として、当連結会計年度におきましては、ＦＡ装置等の受注拡大を図

ることを目的に、平成 29 年（2017 年）７月に新工場（立山事業所/富山県中新川郡立山町）を新設し、順調

に本格稼働いたしました。また、関東を中心とした東日本のお客様へのサービス向上及び海外のお客様からの

ニーズにも迅速にお応えできる体制の一環として開設したアルファフレーム北関東（埼玉県児玉郡神川町）も

同じく平成 29 年（2017 年）７月より、『アルファフレームシステム』の出荷センターとしての業務を開始し、

計画通りの稼働状況に至りました。 

 さらに、本年３月には、管理部門と生産管理部門の連携強化を図り、業務効率を高める施策として、富山本

社が所在していた土地を売却し、富山本社を流杉工場へ移転いたしました。 

このように当社グループは、業容拡大に向けて積極的な投資を始めとする様々な施策を講じており、中でも

生産設備の拡充と技術者の増員・増強に注力いたしております。 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

 ◆ アルファフレーム部門 

アルファフレーム部門におきましては、設計サポートサービス「カクチャ TM」及び組立作業の省力化を可能

とする「マーキングシステム TM」を活用し、アルミニウム合金製構造材の付加価値を高めることで、競合他社

と差別化を図った提案営業を継続的に展開いたしました。 
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これによって、一般顧客向けの販売が好調に推移し、特に「カクチャ TM」及び「マーキングシステム TM」を

活用した案件の売上高が大きく伸長いたしました。また、ＦＰＤ製造設備関連企業及び半導体製造設備業界か

らの受注も継続して順調に推移いたしました。この結果、当部門の売上高は 5,489 百万円（前年同期比

112.8％）となりました。 

 ◆ 装置部門 

装置部門におきましては、引き続き当社グループの技術力を活かした質の高いＦＡ装置の提案活動を推進い

たしました。 

自動車部品製造企業向け設備として、洗浄装置及び検査装置を中心に継続的な受注を確保いたしました。ま

た、ＦＰＤ業界向けクリーンブース案件については、当初の予測より好調に推移し、売上高が伸長いたしまし

た。この結果、当部門の売上高は 2,212 百万円（前年同期比 103.7％）となりました。 

 ◆ 商事部門 

商事部門におきましては、主要顧客より安定的に工業用砥石、油脂類等の消耗品関係の受注を確保いたしま

した。また、機械設備関係では、複数の主要顧客より大口案件を受注し、売上高が大幅に伸長いたしました。

この結果、当部門の売上高は 1,558 百万円（前年同期比 142.9％）となりました。 

 

セグメント別売上高 
（単位：千円） 

 

区   分 

第46期 第47期 
増  減 

平成29年３月期 平成30年３月期 

売上金額 構成比 売上金額 構成比 売上金額 前期比 

アルファフレーム部門 4,865,110 60.1％ 5,489,430 59.3％ 624,320 12.8％ 

装 置 部 門 2,133,197 26.4％ 2,212,785 23.9％ 79,588 3.7％ 

商 事 部 門 1,090,445 13.5％ 1,558,562 16.8％ 468,116 42.9％ 

合   計 8,088,753 100.0％ 9,260,778 100.0％ 1,172,025 14.5％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注) 当社は、第45期より連結計算書類を作成しております。上記の業績数値に関しましては、比較有用性の観点から第45期以降の

セグメント別売上高と、第44期以前のセグメント別売上高との増減比較の推移を表示しております。 

セグメント別売上高推移 
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(2) 設備投資の状況 

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は 563百万円であり、その主なものは、立山事業所建設による

ものと、立山工場の空調設備の更新、及びアルファフレーム北関東の生産設備の新設等によるものです。 

(3) 資金調達の状況 

当連結会計年度における資金調達は、立山事業所建設費用として、金融機関から総額760百万円の借入を行

っております。なお、その内38百万円は返済を終えており、当連結会計年度末における借入実行残高は、722

百万円であります。 

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

当連結会計年度において該当事項はありません。 

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況 

当連結会計年度において該当事項はありません。 

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 

当連結会計年度において該当事項はありません。 

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況 

当連結会計年度において該当事項はありません。 

(8) 対処すべき課題 

国内の製造業においては、世界経済の堅調な推移によって全般的に企業収益及び雇用情勢が改善傾向となり、

設備投資の足取りもしっかりとしてきておりますが、労働需給がさらに逼迫する中、賃上げが進んでいくと 

予想されます。このような状況を踏まえ、製造業各社は、製造プロセスの革新による高品質かつ安定的な生産

と製造原価低減を目的として、更には今後、重要度が高くなると考えられる労働力不足の解消のため、自動

化・省力化設備の導入、生産活動の海外シフトを踏まえた生産体制の見直しが活発な状況となっており、当社

グループを取り巻く事業環境も日々刻々と変化しております。 

当社グループは、コスト競争力・収益力をより強固なものとし、多様化するお客様のニーズに対して柔軟 

かつタイムリーに対応する、環境変化に強い企業体質づくりを当面の課題として捉えております。 

そのために、当社グループの技術力を活かして「製造業の品質向上と合理化に貢献」を当社の使命と位置 

づけ、以下の具体的なテーマに沿って、課題解決のための施策を着実に実行してまいります。 

① 販売戦略の強化 

当社グループの主力製品である『アルファフレームシステム』の収益の増加を図るために、お客様の人的

負担の削減と効率化をサポートする『カクチャ TM』や『マーキングシステム TM』を活用し、設計から組立 

までの支援を含めた当社グループの総合的な優位を前面に出した販売戦略を推進しております。これらの 

サービスは、新しい付加価値の創造としてお客様より高い評価を得ており、リピート注文も増加している 

ことより、これらサービスの更なる充実に努めてまいります。 

また、海外子会社である NIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd.につきましては、タイ王国及び周辺地域の日系

企業へ納入した当社グループのＦＡ装置等が多数稼働していることより、サービスの充実及び拡販を目指し、

装置のメンテナンスや現地でのニーズに対し、迅速な対応を可能とする体制の強化を図ってまいります。 

一方、今後の科学技術の進歩・高度化、省エネ推進による環境技術導入の高まりにより、多岐にわたる 

産業で、クリーン環境技術の需要が拡大しております。この分野においては、当社特有の高機能なクリーン
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技術の一層の普及活動に努めてまいります。そして、美観と仕様変更に対するフレキシビリティを兼ね備え

た『アルファフレームシステム』に洗浄・検査・搬送・梱包の各分野において蓄積された多くのコアとなる

機械要素技術を融合させた製品づくりを目指し、高品質・高付加価値製品の提供に努めてまいります。 

② 開発力の強化 

当社グループは、お客様のニーズにお応えすべく、製造業の「モノづくり」に貢献する製品を継続的に 

提供し、更なる高精度化・高品質化・高付加価値化を達成するために研究開発活動は必須事項と捉えており

ます。 

付加価値を加えた新製品の継続的な開発は、他社との差別化を図る上で重要であり、次世代を展望した 

開発体制の整備は、当社グループの長期的な成長の礎になるものと考えております。 

更に、今後の競争を勝ち抜くためには、当社設立時より培ってきた洗浄・検査・搬送・梱包の各分野での

技術力とお客様のニーズを結びつける製品の開発スピードを速める努力が求められております。このように、

研究開発レベルの向上は当社グループにとっての重要課題と位置づけ、より組織的な研究開発体制の強化を

図ってまいります。 

ところで、生産工場の自動化は、これまで多くの方策が実施されてきましたが、今後はその延長線上での

改善では大きな効果を見込むことができないところまできております。そこで、仕組みのイノベーション 

としてＩｏＴ（Internet of Things / モノのインターネット）を活用し、人と自動化装置の間の柵を取り

払った生産管理システムが注目されてきております。具体的には、人共存型の双腕ロボットの活用が高まっ

ていくことが見込まれております。人とロボットが一緒に働く近未来的な生産現場（次世代工場）の環境づ

くりとして、制御プログラムの構築やロボット作業環境として必要な周辺機器・治具、及びこれらの目的に

沿った新しいＦＡ装置や『アルファフレームシステム』を活用したユニット化等の開発に注力してまいりま

す。 

③ 生産体制の強化 

当社グループでは、お客様からの『高品質・低コスト・短納期』の強い要求にお応えすべく、製造工程の

見直しや外注先との連携等によって、その最適化・効率化を全社的に図り、作業時間短縮や品質向上に向け

た生産機械設備の改良・導入を検討し、製造原価及び諸経費の低減活動に取り組み、生産効率を高める作業

環境の整備に注力しております。 

具体的な取組といたしまして当社グループは、2015 年度を起点とした 2016 年度から 2020 年度までの 

５ヵ年を期間とする中長期経営計画を策定し、その最終連結会計年度における売上高・事業の規模を倍増す

る計画を掲げました。 

この計画に基づき、ＦＡ装置等の更なる受注拡大を目指す重要な拠点として立山事業所を 2017 年（平成

29 年）６月に新設し、同年７月より稼働を開始いたしました。また、関東を中心とした東日本のお客様へ

のサービス向上を図ることのみならず、海外のお客様からのニーズにも迅速にお応えすべく体制構築の一環

として、海上輸送、航空輸送等の利便性も鑑みて、埼玉県児玉郡に「アルファフレーム北関東」を 2017 年

（平成 29 年）６月に開設いたしました。更には、管理部門と生産管理部門の連携強化による業務効率化を

図る一環として、管理部門の全ての機能を流杉工場へ移転し、富山本社の土地・建物を売却するとともに流

杉工場を本店所在地に変更いたしました。 

また、社内での業務・生産効率を高めるべく、主力工場の新規機械設備導入や更新、業務環境の改善等に

も取り組んでおります。 

以上のような施策によって、生産体制の充実を図り、よりコストパフォーマンスに優れた製品群の提供に

努め、お客様の満足度向上を目指してまいります。 
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④ 人材確保と育成の強化 

当社グループは、お客様の多種多様なニーズを先取りし、製品の高精度化・高品質化・高付加価値化を 

実現することによってお客様からの高い信頼を獲得するためには、高度な技術とサービスを提供することが

重要であり、そのためには、「新製品の開発や当社技術力の向上」及び「商品知識や要素技術の習得」が 

できるノウハウを持った優秀な人材の確保及び育成が重要と考えております。特に業容の拡大を図るには、

これら人材が必須となっており、将来を見据えての積極的な採用を図る大幅な増員を計画し、実行しており

ます。また、実践教育を通じて適材適所に要員を配し、専門能力の底上げを図りながら、各部門の継続的な

成長を支える人材育成を進めてまいります。 

⑤ 管理体制の強化 

当社グループは、企業の社会的責任を果たすべく、リスク管理やコンプライアンスを徹底し、お客様の 

ニーズを捉えた積極的な営業展開を図り、製造原価及び諸経費の低減活動を推進するとともに、開発力及び

生産体制の強化を図ってまいりたいと考えております。また、内部統制の管理体制の充実を図り、安全品質

管理体制の向上及びお客様の満足度向上を目指してまいります。 
 

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。 

 (9) 財産及び損益の状況 

① 企業集団の財産及び損益の状況 
 

          期  別 
 
 区  分 

第44期 
(平成27年３月期) 

第45期 
(平成28年３月期) 

第46期 
(平成29年３月期) 

第47期 
(当連結会計年度) 
(平成30年３月期) 

売 上 高 (千円) ― 6,176,962 8,088,753 9,260,778 

経 常 利 益 (千円) ― 565,737 833,708 1,032,716 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

(千円) ― 363,630 551,582 695,663 

１株当たり当期純利益 ( 円 ) ― 66.73 101.23 127.67 

総 資 産 (千円) ― 5,690,837 7,214,958 8,386,222 

純 資 産 (千円) ― 3,663,026 4,157,147 4,631,834 

（注）1．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。 

2．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

3. 第45期より連結計算書類を作成しておりますので、第44期の各数値は記載しておりません。 

② 当社の財産及び損益の状況 
 

          期  別 
 
 区  分 

第44期 
(平成27年３月期) 

第45期 
(平成28年３月期) 

第46期 
(平成29年３月期) 

第47期(当期) 
(平成30年３月期) 

売 上 高 (千円) 6,350,253 6,194,894 8,081,448 9,259,861 

経 常 利 益 (千円) 455,693 605,741 880,864 1,088,010 

当 期 純 利 益 (千円) 296,406 363,879 598,595 685,821 

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 54.39 66.78 109.85 125.87 

総 資 産 (千円) 5,431,162 5,691,867 7,248,550 8,392,840 

純 資 産 (千円) 3,487,529 3,666,953 4,194,507 4,653,576 
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（注）1．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。 

2．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 

(10) 重要な子会社の状況 

① 重要な子会社の状況 
  

会 社 名 資 本 金 
当社の 

出資比率 
主要な事業内容 

NIC Autotec(Thailand) 
Co.,Ltd. 

70,000千 
タイバーツ 

99.857％ 
･アルミ構造材「アルファフレームシステム」の販売 
･ＦＡ装置（自動化・省力化装置）の製造・販売 

② 事業年度末日における特定完全子会社の状況 

特定完全子会社に該当する子会社はありません。 

(11) 主要な事業内容 
  

事 業 部 門 事 業 内 容 

アルファフレーム部門 アルミ構造材「アルファフレームシステム」の製造、販売 

装 置 部 門 ＦＡ装置（自動化・省力化装置）及びクリーンブースの開発・設計・製造・販売 

商 事 部 門 工業用砥石、工具・ツール等の消耗品及び工場等の機械設備の販売 

(12) 主要な営業所及び工場（平成30年３月31日現在） 
 

当 社 

富 山 本 社  /  流 杉 工 場 富山県富山市流杉255番地 

東 京 本 社 東京都江東区 

立 山 工 場 富山県中新川郡立山町塚越 

立 山 事 業 所 富山県中新川郡立山町前沢 

愛 知 事 業 所 愛知県名古屋市 

アルファフレーム関西（関西営業所） 大阪府東大阪市 

アルファフレーム九州（九州出荷センター） 福岡県大牟田市 

アルファフレーム北関東（北関東出荷センター） 埼玉県児玉郡 

子 会 社 NIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd.  タイ王国サムットプラカーン県 

(13) 従業員の状況（平成30年３月31日現在） 

① 企業集団の従業員の状況 
 

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 

223名 33名増 

（注）1．従業員数には、使用人兼取締役及び臨時従業員（派遣社員、パートタイマー及びアルバイト）は含んでおりません。 

2．従業員数が前連結会計年度末に比較して増加した主な理由は、立山事業所及びアルファフレーム北関東の開設に伴う人員 

拡充に加え、業容拡大に向けて、各拠点での中途採用を推進したことによります。 
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② 当社の従業員の状況 
 

区  分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

男  性 150名(19名) 17名 (１名増) 39.1歳 9.2年 

女  性 64名(28名) 14名 (増減無) 37.3歳 7.8年 

計または平均 214名(47名) 31名 (１名増) 38.6歳 8.8年 
 
（注）1．従業員数は就業人員であります。 

2．従業員数欄の（ ）外書表示は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

3．臨時従業員には、パートタイマー、臨時契約の従業員及び派遣社員を含んでおります。 

4．平均年齢及び平均勤続年数は、小数第２位以下を切り捨てて表示しております。 

(14) 主要な借入先の状況 

借 入 先 借 入 残 高 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 722 百万円 

(15) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

当連結会計年度末において該当事項はありません。 

Ⅱ 会社の株式に関する事項 

(1) 発行可能株式総数 20,000,000 株  

(2) 発行済株式の総数 普通株式 5,500,000 株 (自己株式 51,371 株を含む。) 

(3) 株主数 1,881 名 (前期末比  145 名減) 

(4) 大株主 
 

株   主   名 持 株 数 持株比率 

西   川     浩   司 3,704,900 株 68.00 ％ 

三 協 立 山 株 式 会 社  202,500 株 3.72 ％ 

エヌアイシ・オートテック従業員持株会 107,700 株 1.98 ％ 

ダ イ ド ー 株 式 会 社  70,000 株 1.28 ％ 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行  50,000 株 0.92 ％ 

西   川       武 50,000 株 0.92 ％ 

植   田     潤 次 郎 45,000 株 0.83 ％ 

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 42,000 株 0.77 ％ 

BARCLAYS BANK PLC A/C CLIENT SEGREGATED A/C PB CAYMAN CLIENTS 39,500 株 0.72 ％ 

水   間     隆   二 34,700 株 0.64 ％ 

（注) 当社は、自己株式51,371株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

また、持株比率は自己株式を控除して算出しております。 

(5) その他株式に関する重要な事項 

当事業年度末において該当事項はありません。 
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Ⅲ 会社役員に関する事項 

(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成30年３月31日現在） 
 

地    位 氏  名 担  当 重要な兼職の状況 

代 表 取 締 役 会 長 西 川 浩 司 ＣＥＯ(最高経営責任者) ・株式会社ホンダ自販タナカ 社外取締役 

取 締 役 社 長 西 川  武  ・NIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd. 取締役 

取 締 役 副 社 長 西 尾 謙 夫 
執 行 役 員 営 業 部 長 
兼 業 務 グ ル ー プ 長 

・NIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd. 取締役 

常 務 取 締 役 土 山 邦 夫 執 行 役 員 製 造 部 長  

常 務 取 締 役 野 村 良 一 
執行役員技術開発部長 
兼 開 発 グ ル ー プ 長 

 

常 勤 監 査 役 藤 島 敏 夫   

監 査 役 土 屋 重 義  
・亜細亜大学法学部 教授 

・雄健工業株式会社 社外監査役 

監 査 役 白 石 康 広  
・弁護士 白石綜合法律事務所 代表パートナー 

・日立キャピタル債権回収株式会社 取締役 
 
（注）1. 監査役のうち土屋重義、白石康広の両氏は、社外監査役であります。 

2. 監査役土屋重義氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 

3. 監査役白石康広氏は、弁護士として企業法務に精通しており、豊富な経験と知見を有するものであります。 

4. 監査役土屋重義氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。 

5. 監査役土屋重義氏及び白石康広氏が兼職している他の法人等と当社との間には、重要な関係はありません。 

6. 当社においては、意思決定・監督と執行との分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。執行

役員は５名で、営業部長 西尾謙夫、製造部長 土山邦夫、技術開発部長 野村良一、管理部長 藤井透、技術開発部技術管理

グループ長 大茂達朗で構成されております。 

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額 
 

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額 

取 締 役 ５ 名  77,544 千円 

監 査 役 ３ 名  20,277 千円 

合 計 

〔 う ち 社 外 役 員 〕 

８ 名  

〔２ 名〕 

97,821 千円 

〔 9,318 千円〕 
 
（注）1. 平成25年６月22日開催の第42期定時株主総会において、取締役の報酬額は年額700,000千円以内（但し、使用人兼務取締役の

使用人分の給与は含まない）とご承認いただいております。 

2. 平成16年６月23日開催の第33期定時株主総会において、監査役の報酬額は年額30,000千円以内とご承認いただいております。 

3. 上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人給与は23,400千円であります。 

4. 取締役の報酬は、当社の定めによる取締役報酬総額の範囲内で取締役の職務と責任に応じた報酬額を取締役会によって決定

しております。 
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5. 監査役の報酬は、当社の定めによる監査役報酬総額の範囲内で監査役の職務と責任に応じた報酬額を監査役の協議によって

決定しております。 

6. 報酬額合計欄の〔 〕外書表示は、社外役員全体の報酬等の合計額であります。 

(3) 責任限定契約の内容の概要 

当社は、各社外監査役との間で、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該 

契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額を上限として、その額を超える 

部分については免責されることとしております。 

(4) 社外役員等に関する事項 

① 重要な兼職先と当社との関係及び当期における主な活動状況等 
 

区分 氏名 重要な兼職先と当社との関係及び主な活動状況 

社外監査役 土 屋 重 義 
同氏は亜細亜大学法学部教授であり、同大学と当社の間に利害関係はあり

ません。また、雄健工業株式会社の社外監査役に就任しており、同社と当社

の間に利害関係はありません。 

当事業年度開催の取締役会には、13 回全てに出席し、主に税理士としての

専門的見地から、当社の会計分野に関する事項について疑問点等を明らかに

するため適宜質問し、意見を述べております。 

また、当事業年度開催の監査役会には、15 回全てに出席し、監査結果につ

いての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。 

社外監査役 白 石 康 広 
同氏は白石綜合法律事務所の代表パートナーであり、同法律事務所と当社

の間に利害関係はありません。また、日立キャピタル債権回収株式会社の取

締役に就任しており、同社と当社の間に利害関係はありません。 

当事業年度開催の取締役会には、13 回全てに出席し、主に弁護士としての

専門的見地から、当社のコンプライアンス体制の構築・維持について疑問点

等を明らかにするため適宜質問し、意見を述べております。 

また、当事業年度開催の監査役会には、15 回全てに出席し、監査結果につ

いての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。 

② 社外取締役を置くことが相当でない理由 

当社は、事業年度の末日において社外取締役を置いておりませんが、社外取締役を置くことが相当でない

と判断した理由は、当社は取締役会を重要な業務執行について議論し実質的かつ具体的な決定をも行う機関

と位置づけ、必要があれば、臨機応変に会合を開催し実質的な議論を行っておりますので、社外取締役に 

社内取締役と同等の役割を求めるのは過度な負担となり、無理に社外取締役を導入すると取締役会の機能を

低下させるおそれがあるためです。 

取締役の業務執行の監督については、監査役が毎月の定例取締役会に出席し、報告事項や決議事項の審議

内容について、議長より都度監査役に対し、意見や質問を求める体制にて監査することに加え、取締役会議

事録は、捺印手続きとして各役員へ回付する前に顧問弁護士へ回付し、業務執行状況に対する評価がなされ

た後、各役員へ回付とする手続きとしております。また、当社顧問税理士とも連絡を密に取り、適宜助言 

及び指導等を受けております。 
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このように社外取締役に求められる経営者の「監督」に近い役割については機能していると判断しており

ますが、今後の経営環境や事業戦略の変化を踏まえ、当社に最適なコーポレート・ガバナンスを目指す中で、

社外取締役選任の必要性、及び選任する際の適切な人材の確保等につきましては継続的に審議し、検討して

まいりたいと存じます。 

Ⅳ 会計監査人の状況 

(1) 会計監査人の名称 

有限責任監査法人トーマツ 

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

 報酬等の額 

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 22,000 千円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,000 千円 
 

（注）上記金額は、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査に対する報酬額を明確に区分していないため、これらの合計額で

記載しております。 

(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由 

当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画に

おける監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性

を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。 

(4) 非監査業務の内容 

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務（非監査業務）を委託し

ておりません。 

(5) 子会社の監査に関する事項 

当社の子会社であるNIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd.は、当社の会計監査人以外の監査法人による監査

を受けております。 

(6) 責任限定契約の内容の概要 

当社と会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する 

契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額

としております。 

(7) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その他その必要があると判断した場合は、会計

監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に 

提出いたします。また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合に、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が

選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告

いたします。 
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Ⅴ 会社の体制及び方針 

(1) 職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制 

当社は、平成27年５月11日開催の取締役会において、業務の適正性を確保するための体制等の整備について

以下のとおり一部改正し、決議いたしました。なお、当社は、会社法第２条第６号に規定する大会社には該当

しないため同法第362条第５項の適用は受けませんが、内部統制システム構築の重要性に鑑み、決議を行った

ものであり、その内容の概要は以下のとおりであります。 

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、倫理規程及びコンプライアンス規程を制定・施行し、取締役、執行役員及び社員（以下、「役

員・社員」という。）が法令・定款等を遵守することの徹底を図るとともに、リスク管理体制の強化にも

取り組む等、内部統制システムの充実に努める。 

② 当社は、取締役会規程、経営会議規程、執行役員規程、職務権限規程、決裁基準要領等を定め、法令 

及び定款に則った経営を行う。 

③ 取締役会は、法令・定款及び取締役会規程等に従い、経営に関する重要事項を決定する。 

④ 当社は、独立役員を選任し、一般株主の利益の保護を図るとともに、経営の透明性の一層の向上と客観

性の確保を図る。 

⑤ 当社の代表取締役会長直轄の内部監査チームは、内部監査規程に基づき業務全般に関して法令・定款 

及び社内規程等の遵守状況、職務執行の手続の妥当性について、取締役会及び監査役会へ、その結果を 

報告する。 

⑥ 反社会的勢力に対しては、会社として毅然とした態度で臨むものとし、当社の役員・社員は、万一反社

会的勢力から何らかのアプローチを受けた場合は、速やかに上司に報告するとともに、暴力追放運動推進

センター及び所轄警察署などの外部専門機関と連携し、その対処にあたる。 

⑦ 当社の役員・社員は、業務遂行上、直接・間接を問わず、詐欺・恐喝等の不正・犯罪行為に関わること

なく良識ある行動をとるものとし、そのような不正・犯罪行為あるいはそのおそれがある事態に遭遇した

場合は、毅然とした態度で臨むと同時に、速やかに上司に報告するとともに、暴力追放運動推進センター

及び所轄警察署などの外部専門機関と連携し、その対処にあたる。 

⑧ 当社の役員・社員が法令・定款及び各種社内規程等に違反する行為を発見した場合、社員が直接通報で

きる内部通報制度にて当社顧問弁護士を通報窓口として内部監査チームへ速やかに報告が上がる体制を 

整備する。 

2. 当該株式会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 法令及び取締役会規程の定めるところに従い、取締役の職務の執行・意思決定に係る取締役会議事録 

及び経営会議議事録を作成し、適切に保管・管理する。 

② 各部署の業務遂行に伴って職務権限基準に従って決裁される案件は、電子システムあるいは稟議書、 

申請書等の書面によって決裁し、適切に保管・管理する。 

③ これらの情報は、主管部署が秘匿管理に配慮した厳格な保管・管理を行い、取締役、監査役等から業務

上の必要により閲覧の申請があった場合には、閲覧できる仕組みとし、すべての決裁の記録は監査の対象

とする。 

④ 取締役会、経営会議その他重要な会議の議事録、決裁及び申請書類並びに契約書類については、それぞ

れ法令又は社内規程に定める期間保存する。 

⑤ 「情報セキュリティ基本方針」に従い、情報の適切な保管・管理を徹底し、情報の漏洩や不適切な利用

を防止する。 
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3. 当該株式会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① リスクを早期に発見し、必要な対策を検討・実行することにより、発生率の低減を図るとともに、万一 

発生した場合に会社に与える被害の最小化に努め、その目的達成のため、「リスク管理規程」に基づき 

行動する。また、損失の危険が発生・発見された場合には、「経営危機管理規程」に基づき、対策本部を

設置する等、被害の回避及び被害拡大防止に努める。 

② 全社的・組織横断的なリスクのマネジメントについては、各部門長を管理責任者として任命し、その 

責任の下、リスク管理マニュアルを策定する等、具体的対策を講じる。 

③ 全社的レベルのリスク以外の個別のビジネスリスクの管理は、それぞれのリスク管理責任者が担当し、 

リスクの発生を極小化するために、本来業務の一環として必要な措置を講ずる。 

4. 当該株式会社の取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制 

① 取締役会を設置し、会社の重要な業務執行の決定及び個々の取締役の職務執行の監督を行う。また、 

監査役会を構成する監査役は、取締役の職務執行を監査する。なお、取締役の任期は、職務執行上の責任

を明確にするため 1年と定めている。 

② 効率的で機能的な経営を行うため、取締役会の構成は小規模なものとし、業務執行については明確な 

形で執行役員及び社員に権限を委譲する。 

③ 事業戦略などの会社の重要事項について、また会社の日常的な業務執行に関する事項については、取締

役、執行役員及び会長又は社長が指名するグループ長等によって構成される経営会議で審議し議論する。 

④ クロス・ファンクション活動（機能横断的活動）を進めるため、取締役、執行役員、グループ長等に 

よって構成されるグループ長会議を開催し、会社が取り組むべき各種の課題や問題を発掘し、それをライ

ン組織に提案する。 

⑤ 社内意思決定の迅速化を図り、意思決定プロセスを明確にするため、明確で透明性の高い職務権限基準

を整備する。 

⑥ 中期経営計画及び年度事業計画の策定を通じ、経営方針と事業目的を具体化し共有することにより、 

効率的かつ効果的な業務執行を行う。 

5. 当該株式会社の子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員、法第 598 条第 1 項の職務を行うべき者 

その他これらの者に相当する者（7.及び 8.において「取締役等」という。）の職務の遂行に係る事項の当

該株式会社への報告に関する体制 

当社は、当社及び当社子会社の取締役が出席する取締役会や経営会議で、当社子会社において重要な事象

が発生した場合には、当社子会社に対し報告を義務づける。 

6. 当該株式会社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は、当社が定めるリスク管理規程及び経営危機管理規程に準拠した基準を当社子会社においても構築

し、当社のリスク管理責任者がリスクカテゴリごとの責任者となり、当社及び当社子会社のリスクを網羅

的・統括的に管理する。 

7. 当該株式会社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 当社及び当社子会社は中期経営計画を具体化するため、毎事業年度ごとに当社及び当社子会社共通の 

重点経営目標及び予算配分等を定める。 

② 当社は、当社が定める業務分掌規程、職務権限規程、重要事項決定権限、決裁基準、その他組織に関す

る基準を、当社子会社にもこれに準拠した体制を構築する。 
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8. 当該株式会社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制 

① 当社が定める倫理規程及びコンプライアンス規程を当社子会社にも適用し、子会社の役員・社員に対し

ても周知徹底を図ると共に、当社と同様な体制を構築する。 

② 当社は、当社子会社の役員・社員に対し、年１回、法令遵守等に関する研修を行い、コンプライアンス

の意識の醸成を図る。 

③ 当社子会社の役員・社員が当社の顧問弁護士に対して直接通報を行うことができるコンプライアンス・ 

ホットラインを整備する。 

9. その他の当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制 

① 適正かつ効率的で統一的なグループ経営が図られるよう、当社と当社子会社について横断的に協議でき

るマネジメントコミッティを設置する。 

② マネジメントコミッティを通じて、当社子会社に対し情報発信を行うとともに、当社の経営方針を共有

し、当社及び当社子会社の意思決定が効率的かつ迅速に行われることを確保する。 

③ 当社子会社においても、明確で透明性の高い権限基準を策定する。 

④ 当社の内部監査チームは、当社子会社の業務執行及び法令・定款の遵守状況やリスク管理状況の確認等

を目的として、子会社の監査を実施する。 

⑤ 当社の監査役は、当社子会社の監査の実効性を確保するため、定期的に当社の内部監査チーム及び子会

社の取締役と情報及び意見の交換を行う。 

10. 当該監査役設置会社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項 

監査役会がその職務を補助する社員を置くことを求めた場合には、当社社員を配置するものとし、配置に

あたっての具体的な内容（組織、人数、その他）については、監査役会と協議の上、その意見を十分考慮し

て検討する。 

11. 監査役の職務を補助すべき使用人の当該監査役会設置会社の取締役からの独立性及び当該使用人に対する

指示の実効性の確保に関する事項 

① 監査役の職務を補助すべき社員の人選、異動、処遇の変更については、あらかじめ監査役会の同意を 

得るものとする。 

② 監査役の職務を補助すべき社員は、他部署の業務を兼務させず、もっぱら監査役の指揮命令に従わなけ

ればならない。 

12. 当該監査役設置会社の取締役及び使用人が当該監査役設置会社の監査役に報告をするための体制、その他

の当該監査役設置会社の監査役への報告に関する体制 

① 監査役は、年度監査計画を策定し、監査を実施する。当該計画には社内各部門による業務報告を含み、 

これに従って、取締役及び社員は報告を実施する。 

② 役員・社員は、監査役会の定めるところに従い、監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う 

ものとする。なお、前述の報告及び情報提供として主なものは、次のとおりとする。 

A）会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を発見したとき 

B）役員・社員が法令もしくは定款に違反している行為をし、またこれらの行為をするおそれがあると

考えられる場合にはその旨 

C）社内通報制度による通報状況及び内容 
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③ 役員・社員は、監査役から業務の執行状況について報告を求められた場合、迅速に適切な報告を行う。 

④ 内部監査チームは、その監査計画や監査結果を監査役に定期的に報告を行う。 

⑤ 監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、業務執行を担当する取締役は随時その担当する業務の執行 

状況の報告を行う。 

13. 当該監査役設置会社の子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員、法第 598 条第 1 項の職務を行うべ

き者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当該監査役設置会社の 

監査役に報告をするための体制 

① 当社子会社の役員・社員は、当社の監査役から業務の執行状況について報告を求められた場合、迅速に 

適切な報告を行う。 

② 当社子会社の役員・社員は、法令等の違反行為等、当社又は当社子会社に著しい損害を及ぼすおそれの

ある事実については、これを発見次第、直ちに当社の監査役又は監査役会に対して報告を行う。 

③ 当社と同様に、当社の顧問弁護士へ直接通報できるコンプライアンス・ホットラインによって通報され

た当社子会社の内部通報の状況は、当社の内部監査チームへ適宜報告され、定期的に当社監査役に対して

報告を行う。 

14. 当該監査役設置会社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制 

① 当社の監査役へ報告を行った当社及び当社子会社の役員・社員に対し、当該報告をしたことを理由とし

て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び当社子会社の役員・社員に周知徹底を行う。 

② 当社子会社における内部通報制度として、当社及び当社子会社の役員・社員が当社の監査役へ直接通報

を行うこともできることを定めるとともに、当該通報したこと自体による解雇その他いかなる不利益な 

取扱いを行ってはならないことを明記する。 

15. 当該監査役設置会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

① 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し会社法第 388 条に基づく費用の前払い等の請求

をしたときは、担当部署である管理部において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の 

職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。 

② 監査役会が、独自の外部専門家（弁護士、公認会計士等）を監査役のための顧問とすることを求めた 

場合は、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を負担する。 

③ 当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年一定額の予算を設ける。 

16. その他当該監査役設置会社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 監査役のうち半数以上を社外監査役とし、独立性を強化する。監査役は定期的に監査役会を開催し、 

監査役相互の情報・意見交換を通じて課題を共有するとともに、必要に応じて随時協議を行う。 

② 代表取締役会長及びその他取締役は、監査活動の実効性を高めるために、監査役と平素より意思疎通 

及び情報の交換を図り、監査環境の整備に努める。 

③ 内部監査チーム又は会計監査人の行う監査の結果とその改善状況は、監査役会にも報告されるものとし、

監査役会と内部監査チーム又は会計監査人との間で定期的な情報交換を行い、連携を図る。 

 (2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適正を確保するための体制整備と

その適切な運用に努めており、当事業年度における運用状況の概要は以下のとおりであります。 
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当社は、取締役会の中で、法令・社内規程等の遵守状況を確認した上で、必要に応じて、コンプライアンス

体制の見直しを図っております。また「リスク管理規程」に基づき、経営会議や製販会議等で、子会社を含む

当社グループのリスク評価を行い、その管理及び低減に努めております。 

当社の取締役会は、取締役５名と監査役３名（内２名は社外監査役）が出席した上で開催し、取締役の職務

執行を監督しております。また、取締役会は、執行役員を選任し、各執行役員は、代表取締役の指揮・監督の

下、各自の権限及び責任の範囲で、職務を執行しております。 

子会社につきましては、重要な事項を当社取締役会において審議し、子会社の適正な業務運営及び当社に 

よる実効性のある管理の実現に努めております。 

内部監査チームは、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況について、

各部署を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役及び監査役に報告しております。 

監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、取締役会閉会後に開催される監査役会に加え、適宜臨時監査

役会を開催し監査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提言の取りまとめを行っており

ます。さらに、取締役会において、議長である代表取締役は、必要に応じて各監査役に対し意見を求めること

としており、各監査役は適宜意見を述べております。また、取締役・執行役員その他使用人との対話として 

業務聴取を行い、内部監査チーム・会計監査人と連携して取締役及び使用人の職務の執行状況を監査しており

ます。 

常勤監査役は、決裁済の全稟議書を閲覧し、取締役及び使用人の職務の執行状況を監査するとともに、経営

会議等、重要会議に出席し、必要な場合は意見を述べております。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制（概要）は次のとおりです。 
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(3) 株式会社の支配に関する基本方針 

当社グループでは、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、

特に定めておりません。 

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、将来の収益力向上を図るために継続的な研究、開発投資を行いながらも内部留保の確保を図りつつ、

「株主に対する利益還元」を重要な経営課題の一つとして捉え、経営成績やキャッシュ・フローの状況などを

勘案し、株主の皆様にご理解していただけるよう安定的及び継続的な配当を実施していくことを基本方針とし

ております。 

なお、当社は年２回（「中間」及び「期末」）又は年１回（期末）の剰余金の配当を行うこととしておりま

す。これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であり、当社定款において、「会社法第459条第１項の規定

に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる。」旨及び「取締役会の決議により、 

毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定めております。 

また、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく設備投資や研究開発活動

に充当する予定であり、資金を有効に活用して企業価値向上を図っていく方針であります。 

これらの方針に基づき、株主の皆様への利益還元の機会を充実させるため、剰余金の配当を期末配当として

年１回実施する方針から、中間配当と期末配当の年２回実施する方針へ変更し、当事業年度より中間配当とし

て１株あたり普通配当16円を実施いたしました。また、各利益も順調に推移したことにより平成30年５月７日

に開催されました取締役会では、１株あたり普通配当23円とすることが決議されました。これによって、当 

事業年度の年間配当金は、前事業年度より９円増配の39円とさせていただきました。 

なお、今後とも株主の皆様の支援に報いるため増配を常に念頭におき、事業の発展に努めてまいります。 

(5) 反社会的勢力排除に向けた基本方針 

当社グループは、反社会的勢力等排除に向けた社会的責任を十分に認識し、市民社会の秩序や安全に脅威を

与える反社会的勢力・団体に対しては、断固とした態度で対応し、一切の関係を排除すること、それらの行動

を助長するような行為を行わないことを基本方針としております。また、反社会的な個人または集団による 

民事介入暴力関係者から不当に金銭その他の経済的利益の不当要求に対しても、会社規程により毅然とした 

対応を行える体制を整備しております。 

当社では、富山県企業防衛対策協議会、富山県暴力追放運動推進センター及び所轄警察署などの外部専門 

機関と連携し、折りにふれ指導を受けるとともに、情報の共有化を図っております。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 (注) 1. 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。 

    2. 売上高の記載金額には、消費税等が含まれておりません。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
   

 （平成30年３月31日現在） 
 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

電 子 記 録 債 権 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産  

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産  

ソ フ ト ウ エ ア 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

出 資 金 

保 険 積 立 金 

会 員 権 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

5,555,450 

545,329 

1,350,022 

1,964,198 

324,135 

860,629 

421,928 

48,677 

40,848 

△ 320 

2,830,772 

2,074,749 

1,381,828 

118,001 

407,412 

74,323 

8,285 

84,897 

47,076 

13,915 

31,214 

1,947 

708,946 

323,302 

3,370 

347,684 

1,800 

7,411 

27,028 

△ 1,650 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

電 子 記 録 債 務 

リ ー ス 債 務 

未 払 法 人 税 等 

賞 与 引 当 金 

製 品 保 証 引 当 金 

１年以内返済予定長期借入金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

退 職 給 付 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

2,829,656 

1,304,228 

956,177 

28,873 

188,382 

82,320 

1,854 

76,000 

191,820 

924,731 

646,000 

83,246 

193,927 

1,557 

負 債 合 計 3,754,388 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本  

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

自 己 株 式  

その他の包括利益累計額 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

非支配株主持分  

4,494,186 

156,100 

145,608 

4,227,201 

△ 34,723 

137,237 

120,618 

16,618 

410 

純 資 産 合 計 4,631,834 

資 産 合 計 8,386,222 負債及び純資産合計 8,386,222 
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連 結 損 益 計 算 書 
     

  

(
 

自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 

 
) 

 
（単位：千円） 

科      目 金      額 

売 上 高  9,260,778 

売 上 原 価  6,999,390 

売 上 総 利 益  2,261,388 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,232,469 

営 業 利 益  1,028,918 

営 業 外 収 益    

受 取 配 当 金 6,464  

仕 入 割 引 7,436  

そ の 他 1,586 15,486 

営 業 外 費 用    

支 払 利 息 4,435  

為 替 差 損 1,189  

固 定 資 産 売 却 損 5,840  

そ の 他 224 11,689 

経 常 利 益  1,032,716 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,032,716 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 330,207  

法 人 税 等 調 整 額 6,921 337,129 

当 期 純 利 益  695,587 

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  △ 76 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益  695,663 
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連結株主資本等変動計算書 
     

  

( 
 

自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 

 

) 
（単位：千円） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 156,100 145,608 3,782,177 △ 34,529 4,049,356 

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △ 250,639  △ 250,639 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
  695,663  695,663 

自 己 株 式 の 取 得    △ 193 △ 193 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
     

連結会計年度中の変動額合計 － － 445,023 △ 193 444,829 

当 期 末 残 高 156,100 145,608 4,227,201 △ 34,723 4,494,186 

 
 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定 

その他の包括利益 

累計額合計 

当 期 首 残 高 96,538 10,773 107,312 478 4,157,147 

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当     △ 250,639 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
    695,663 

自 己 株 式 の 取 得     △ 193 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 
24,080 5,845 29,925 △68 29,857 

連結会計年度中の変動額合計 24,080 5,845 29,925 △68 474,687 

当 期 末 残 高 120,618 16,618 137,237 410 4,631,834 
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＜連結注記表＞ 

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】 

1. 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数  １社     

連結子会社の名称 NIC Autotec (Thailand) Co.,Ltd. 

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。 

3. 会計方針に関する事項 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

    ・時価のあるもの………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    ・時価のないもの………………… 移動平均法による原価法 

② たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

商品・原材料・貯蔵品……………… 総平均法 

製品・仕掛品 

    ・アルファフレーム部門………… 総平均法 

    ・装置部門………………………… 個別法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 親会社（エヌアイシ・オートテック株式会社） ・・・・定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を除く）並びに平成28年４月1日以降取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法 

連結子会社（NIC Autotec (Thailand) Co.,Ltd.）・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物（10年～41年）、構築物（10年～30年） 

機械及び装置（５年～12年）、工具器具及び備品（４年～10年） 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金…………………………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結

会計年度に負担すべき金額を計上しております。 
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③ 製品保証引当金……………………… 製品の保証期間中のアフターサービス費用の支出に備えるため、 

過去の支出実績に基づき今後の支出見込額を計上しております。 

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

なお、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職 

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

② 収益及び費用の計上基準 

 装置品製作請負に係る収益の計上において、進捗部分について成果の確実性が認められ、かつ製造原価 

総額について信頼性をもって見積ることが可能な装置品製作については工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）を、その他の装置品製作については検収基準を適用しております。 

③ 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、為替差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主

持分に含めております。 

④ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

【連結貸借対照表に関する注記】 
1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,754,702千円 
2. 国庫補助金等による固定資産の圧縮額 建物及び構築物     985千円 
 機械装置及び運搬具  8,072千円 
3. 記載金額は千円未満を切り捨てて、表示しております。 
 
【連結損益計算書に関する注記】 

1. 記載金額は千円未満を切り捨てて、表示しております。 
 

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の数 5,500,000株 

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項  

平成29年５月12日開催の取締役会において、次のとおり決議されました。 

① 配当金の総額 163,461千円 

② １株当たり配当額 30円 

③ 基準日 平成 29 年３月 31 日 

④ 効力発生日 平成 29 年６月 26 日 

平成29年11月２日開催の取締役会において、次のとおり決議されました。 

① 配当金の総額 87,178千円 

② １株当たり配当額 16円 

③ 基準日 平成 29 年９月 30 日 

④ 効力発生日 平成 29 年 12 月４日 
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3. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌期となるもの 

平成30年５月７日開催の取締役会において、次のとおり決議されました。 

① 配当金の総額 125,318 千円 

② 配当金の原資 利益剰余金 

③ １株当たり配当額 23 円 

④ 基準日 平成 30 年３月 31 日 

⑤ 効力発生日 平成 30 年６月 25 日 
 

【金融商品に関する注記】 

1. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、短期的な調達については原則として

手形割引及び当座借越を利用する方針であります。また、長期的な調達については、安定した資金計画に基づ

き、銀行借入を利用する方針であります。 

受取手形、売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って低減を図っており

ます。また投資有価証券は主に業務上の関係を有する株式であり、上場株式については市場価格の変動リスク

に晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、その所有の妥当性について検討しており

ます。 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

当連結会計年度の末日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次表のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる投資有価証券については、次表には含めており

ません。 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

① 現金及び預金 545,329千円 545,329千円 － 千円 

② 受取手形及び売掛金 1,350,022千円 1,350,022千円 － 千円 

③ 電子記録債権 1,964,198千円 1,964,198千円 － 千円 

④ 投資有価証券 318,002千円 318,002千円 － 千円 

⑤ 支払手形及び買掛金 (1,304,228千円) (1,304,228千円) － 千円 

⑥ 電子記録債務 (956,177千円) (956,177千円) － 千円 

⑦ 長期借入金（１年以内返済分を含む） (722,000千円) (718,864千円) △3,135千円 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。 

（注１）金融商品の時価算定方法及び有価証券に関する事項 

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、③ 電子記録債権 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

④ 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

時価を把握することが極めて困難と認められる投資有価証券（非上場株式）の連結貸借対照表計上額は     

千円であります。 

⑤ 支払手形及び買掛金、⑥ 電子記録債務 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 
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⑦ 長期借入金（１年以内返済分を含む） 

これらの時価については、元利金の合計を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しています。 

（注２）金銭債権の決算日後の償還予定額 

 1年以内 

① 現金及び預金 543,168千円 

② 受取手形及び売掛金 1,350,022千円 

③ 電子記録債権 1,964,198千円 

合計 3,857,389千円 

  
【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産額 850 円 09 銭 

１株当たり当期純利益 127 円 67 銭 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 

【その他注記】 

（期末日満期手形） 

期末日満期手形及び電子記録債権・債務の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形及び電子記録債権・債務

が、期末残高に含まれております。 

受取手形 19,136千円 

電子記録債権 62,311千円 

支払手形 55,778千円 

電子記録債務 156,157千円 

 

（退職給付会計関係） 

1. 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは、確定給付型の制度として退職一時金制度及び確定給付企業年金制度を採用しており、退職

給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法

を用いた簡便法を適用しております。 

2. 簡便法を適用した確定給付制度 

① 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

退職給付に係る負債の期首残高 192,606 千円 

退職給付費用 27,222 千円 

退職給付の支払額 △15,364 千円 

制度への拠出額 △10,537 千円 

退職給付に係る負債の期末残高 193,927 千円 
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② 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表 

積立型制度の退職給付債務 261,923 千円 

年金資産 △ 67,995 千円 

 193,927 千円 

貸借対照表に計上された資産と負債の純額 193,927 千円 

  

退職給付に係る負債 193,927 千円 

貸借対照表に計上された資産と負債の純額 193,927 千円 

③ 退職給付費用 

簡便法で計算した退職給付費用 27,222 千円 
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貸 借 対 照 表 
   

 （平成30年３月31日現在） 
 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

電 子 記 録 債 権 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産  

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 及 び 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産  

ソ フ ト ウ エ ア 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

保 険 積 立 金 

会 員 権 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

5,486,240 

530,292 

257,935 

1,089,157 

1,964,198 

324,135 

860,629 

383,418 

11,230 

12,435 

46,383 

6,742 

△ 320 

2,906,600 

2,042,838 

1,330,428 

47,239 

96,107 

6,574 

72,465 

407,412 

74,323 

8,285 

47,076 

13,915 

31,214 

1,947 

816,684 

323,302 

114,827 

3,370 

347,684 

1,800 

6,693 

20,657 

△ 1,650 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

電 子 記 録 債 務 

リ ー ス 債 務 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

前 受 金 

預 り 金 

製 品 保 証 引 当 金 

賞 与 引 当 金 

１年以内返済予定長期借入金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

退 職 給 付 引 当 金 

資 産 除 去 債 務 

2,814,533 

755,889 

537,791 

956,177 

28,873 

113,541 

188,382 

44,262 

161 

29,276 

1,854 

82,320 

76,000 

4 

924,731 

646,000 

83,246 

193,927 

1,557 

負 債 合 計 3,739,264 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本  

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

  別 途 積 立 金 

  繰 越 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式  

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

4,532,957 

156,100 

146,100 

146,100 

4,265,480 

8,750 

4,256,730 

1,430,000 

2,826,730 

△ 34,723 

120,618 

120,618 

純 資 産 合 計 4,653,576 

資 産 合 計 8,392,840 負債及び純資産合計 8,392,840 
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損 益 計 算 書 
     

  

( 
 

自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 

 
) 

 
（単位：千円） 

科      目 金      額 

売 上 高  9,259,861 

売 上 原 価  6,985,757 

売 上 総 利 益  2,274,104 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,190,902 

営 業 利 益  1,083,202 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 63  

受 取 配 当 金 6,464  

仕 入 割 引 7,436  

そ の 他 1,345 15,309 

営 業 外 費 用    

支 払 利 息 4,435  

手 形 売 却 損 100  

電 子 記 録 債 権 売 却 損 56  

固 定 資 産 売 却 損 5,840  

そ の 他 69 10,501 

経 常 利 益  1,088,010 

特 別 損 失    

関 係 会 社 株 式 評 価 損 64,573 64,573 

税 引 前 当 期 純 利 益  1,023,437 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 330,207  

法 人 税 等 調 整 額 7,407 337,615 

当 期 純 利 益  685,821 
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株主資本等変動計算書 
     

  

(
 

自 平成29年４月１日 
至 平成30年３月31日 

 

) 
（単位：千円） 

 

株 主 資 本 

資  本  金 
資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 資本剰余金合計 

当 期 首 残 高 156,100 146,100 146,100 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当    

当 期 純 利 益    

自 己 株 式 の 取 得    
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 (純 額 )    

当事業年度中の変動額合計 － － － 

当 期 末 残 高 156,100 146,100 146,100 

 
 

 

株 主 資 本 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 利益準備金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金 

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 8,750 1,430,000 2,391,548 3,830,298 △34,529 4,097,969 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当   △ 250,639 △ 250,639  △ 250,639 

当 期 純 利 益   685,821 685,821  685,821 

自 己 株 式 の 取 得     △ 193 △ 193 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 (純 額 ) 

      

当事業年度中の変動額合計 － － 435,181 435,181 △ 193 434,988 

当 期 末 残 高 8,750 1,430,000 2,826,730 4,265,480 △34,723 4,532,957 

 
 

 
評価・換算差額等 

純 資 産 合 計 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計 

当 期 首 残 高 96,538 96,538 4,194,507 

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △ 250,639 

当 期 純 利 益   685,821 

自 己 株 式 の 取 得   △ 193 
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当 期 変 動 額 (純 額 ) 

24,080 24,080 24,080 

当事業年度中の変動額合計 24,080 24,080 459,068 

当 期 末 残 高 120,618 120,618 4,653,576 
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＜個別注記表＞ 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

a. 時価のあるもの………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

b. 時価のないもの………………… 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 商品・原材料・貯蔵品…………… 総平均法 

② 製品・仕掛品 

・アルファフレーム部門……………… 総平均法 

・装置部門……………………………… 個別法 

2. 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を除く）並びに平成28年４月1日以降取得し

た建物附属設備及び構築物については定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物（10年～41年）、構築物（10年～30年） 

機械及び装置（10年～12年）、工具器具及び備品（４年～10年） 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

 自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(3) リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金…………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒 

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金…………………………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業

年度に負担すべき金額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金……………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付 

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。 

(4) 製品保証引当金……………………… 製品の保証期間中のアフターサービス費用の支出に備えるため、 

過去の支出実績に基づき今後の支出見込額を計上しております。 
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4. 収益及び費用の計上基準 

装置品製作請負に係る収益の計上において、進捗部分について成果の確実性が認められ、かつ製造原価総額

について信頼性をもって見積ることが可能な装置品製作については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは 

原価比例法）を、その他の装置品製作については検収基準を適用しております。 

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理…………………… 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 
【貸借対照表に関する事項】 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,733,816千円 

2. 関係会社に対する短期金銭債権 868千円 

3. 国庫補助金等による固定資産の圧縮額 建物          985千円 

 機械及び装置     8,072千円 

4. 記載金額は千円未満を切り捨てて、表示しております。 
 
【損益計算書に関する事項】 

1. 関係会社との取引高  

営業取引による取引高 

 売上高 

 仕入高 

 

15,645千円 

131,327千円 

2. 記載金額は千円未満を切り捨てて、表示しております。 
 
【株主資本等変動計算書に関する事項】 

1. 当事業年度の末日における自己株式の数 51,371株 
 

【税効果会計に関する事項】 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 流動資産 

    繰延税金資産  

     賞与引当金 25,066千円 

     未払事業税 9,846千円 

     棚卸資産評価損 10,912千円 

     その他 4,459千円 

繰延税金資産 小計 50,285千円 

評価性引当額 △3,709千円 

繰延税金資産 合計 46,576千円 

    繰延税金負債  

過年度未払事業税否認 △192 

繰延税金負債 合計 △192 

    繰延税金資産の純額 46,383千円 
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② 固定資産 

    繰延税金資産  

     退職給付引当金 59,050千円 

     関係会社株式 評価損 35,225千円 

     その他 1,663千円 

繰延税金資産 小計 95,939千円 

     評価性引当額 △36,437千円 

繰延税金資産 合計 59,502千円 

    繰延税金負債  

     その他有価証券評価差額金 △52,808千円 

繰延税金負債 合計 △52,808千円 

繰延税金資産の純額 6,693千円 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因となった主な項目別の内訳 

   法定実効税率 30.7％ 

   （調整）  

   交際費等永久に損金に算入されない項目  0.2％ 

   受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1％ 

   留保金課税 2.0％ 

   住民税均等割 0.3％ 

   評価性引当額 1.8％ 

   寄付金 0.4％ 

   雇用促進税制等税額控除 △2.8％ 

   役員決算賞与 0.4％ 

   その他 0.1％ 

   税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.0％ 
 

【１株当たり情報関係】 

１株当たり純資産額 854 円 08 銭 

１株当たり当期純利益 125 円 87 銭 

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 

独立監査人の監査報告書 

平成３０年５月１１日 

 エヌアイシ・オートテック株式会社 

取 締 役 会 御中 
 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 
 
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  芝 田 雅 也  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  高 村 藤 貴  ㊞ 

 
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、エヌアイシ・オートテック株式会社の平成２９

年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、 
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 

 
連結計算書類に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を 
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。 

監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価
に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結 
計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を 
検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に 

準拠して、エヌアイシ・オートテック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 

独立監査人の監査報告書 

平成３０年５月１１日 

 エヌアイシ・オートテック株式会社 

取 締 役 会 御中 
 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 
 
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  芝 田 雅 也  ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  高 村 藤 貴  ㊞ 

 
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、エヌアイシ・オートテック株式会社の 

平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第４７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 

 
計算書類等に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び 

その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び 
運用することが含まれる。 

 
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。 
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の 
重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価
も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

監査意見 
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以  上 
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監査役会の監査報告書 謄本 

監 査 報 告 書 

 

当監査役会は、平成 29 年４月１日から平成 30 年３月 31 日までの第 47 期事業年度の取締役の職務の執行

に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告

いたします。 

１． 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

⑴ 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。 

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査チームその他の使

用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施

しました。 

 ① 取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において

業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び

情報交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

 ② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第 100 条第１項及び第

３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

 ③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも

に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から会社計算規則第 131 条各号に掲げる「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」を「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日 企業会計審議会）等に従って整備

している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

（続く）   
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２．監査の結果 

⑴ 事業報告等の監査結果 

 ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。 

③ 内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ

ません。 

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

⑶ 連結計算書類の監査結果 

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

平成 30 年５月 14 日 

エヌアイシ・オートテック株式会社 監査役会 

常勤監査役    藤島 敏夫     ㊞ 

社外監査役    土屋 重義     ㊞ 

社外監査役    白石 康広     ㊞ 

 

 

以 上 
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〈メモ欄〉 
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株主総会会場 ご案内略図 
 

会場 

 

エヌアイシ・オートテック株式会社 

立山工場 

 富山県中新川郡立山町塚越字鍋田398番地176 

 電話 076－463－5578 

 

◆交通アクセス 
○ 北陸自動車道 富山ＩＣ出口から約25分 
○ 北陸自動車道 立山ＩＣ出口から約15分 
○ 北陸自動車道 流杉ＰＡスマートＩＣ(ＥＴＣ限定)出口から約15分 
○ ＪＲ富山駅から車で約20分 
○ 富山空港から車で約30分 
○ 富山地方鉄道（｢電鉄富山駅」から12分）で「越中三郷駅」下車、 

徒歩10分 

 
 

 

 


